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第１章 概 要 

第１節：策定の背景 

本町では、町の最上位計画である「第５次富加町総合計画」（以下、「５次

総」という）を平成２７年度に策定しています。まちの将来像として「みん

なで創る誰もが住みよいちょうどいいまち とみか」を目標に定めました。そ

して、その基本目標として「健康で暮らせるまちづくり」、「魅力的な生活空

間のあるまちづくり」、「快適で安心安全なまちづくり」、「豊かな心と文化を

育むまち」、「魅力と活力のあるまちづくり」、「協働で進める自立したまちづ

くり」の 6 つの目標を掲げて様々な施策に取り組んできました。本年度は前

期基本計画の最終年度であり、令和３年度から始まる後期基本計画を策定す

るものです。 

一方、富加町総合戦略については、総合計画の基本的な考え方を踏まえて、

平成２７年３月に策定しました。総合戦略では同じく平成２７年度に策定し

た富加町人口ビジョンで示す将来展望を実現すべく、計画期間は平成３１年

度までの５年間として具体的な施策や事業を実施してきました。 

こうした中、国においては、依然として東京一極集中や、地方での人口減

少の是正が進んでいない状況であるとして、令和元年６月に「まち・ひと・

しごと創生基本計画 2019」を閣議決定し、令和２年度以降も引続き地方と一

体となった地方創生の進化に取り組むため、第 2 期「まち・ひと・しごと創

生総合戦略」を策定し、「人口減少の克服」、「将来にわたる成長力の確保」、

「『活力ある日本社会』の維持」を目指すこととしました。 

このため、本町では第１次総合戦略の計画期間を１年延長し、第２次総合

戦略については、国の「第 2 期まち・ひと・しごと創生総合戦略」と岐阜県

の「第 2 期『清流の国ぎふ』創生総合戦略」を勘案しつつ、令和３年度から

始まる総合計画後期基本計画と一本化して策定することとしました。 

なお、本計画は国際社会における共通目標 SDGs（持続可能な開発目標）も

視野に入れ、効果的で実効性の高い施策の取組を進めることとします。 

第２節：計画期間 

計画期間は、令和 3年度から令和 7 年度までの 5年間とします。 
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第３節 基本目標 

本町がめざす将来像「ＪＵＳＴｏｍｉｋａ Ｌｉｆｅ みんなで創る 誰もが住み

よい ちょうどいいまち とみか」の実現に向けて、まちづくりの基本的な方向を次

のように定め、まちづくり全般にわたる施策を展開していきます。 

 

 

・ 住民参加

・ 行財政運営

・ 広域行政・定住自立圏のの

協働で進める自立したまちづくり ６ 

・ 農林業の振興

・ 商工業の振興

・ 観光の振興

・ 雇用・労働

魅力と活力のあるまちづくり ５ 

・ 社会教育

・ 家庭教育

・ 学校教育

・ 青少年育成

・ 人権教育

・ スポーツ

・ 文化

・ 共生社会

豊かな心と文化を育むまちづくり ４ 

・ 自然環境

・ 環境衛生

・ 環境保全

・ 消防・救急体制

・ 地域防災

・ 交通安全・防犯

・ 消費者保護

快適で安心安全なまちづくり ３ 

・ 土地利用

・ 市街地整備

・ 公園・緑地

・ 住宅・住環境

・ 交通網

・ 上下水道

・ 景観

魅力的な生活空間のあるまちづくり ２ 

・ 地域福祉

・ 高齢者福祉

・ 障がい者福祉

・ 児童福祉

・ 母子・寡婦・父子福祉

・ 健康づくり

・ 社会保障

健康に暮らせるまちづくり １ 
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第２章 富加町第５次総合計画後期基本計画及び第２次総合戦略 

第１節 健康に暮らせるまちづくり 

第２節 魅力的な生活空間のあるまちづくり 

第３節 快適で安心安全なまちづくり 

第４節 豊かな心と文化を育むまちづくり 

第５節 魅力と活力あるまちづくり 

第６節 協働で進める自立したまちづくり 

※ＳＤＧｓとは、Sustainable Development Goals の略、２０１５年の国連サミットで採

択された２０３０年を期限とする先進国を含む国際社会全体の１７の開発目標。全ての関

係者（先進国、途上国、民間期限、ＮＧО、有識者等）の役割を重視し、「誰１人取り残さ

ない」社会の実現を目指して、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に総合的に取り組む

もの。 
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第 １ 節 
健康に暮らせるまちづくり 

１ 地域福祉 

２ 高齢者福祉 

３ 障がい者福祉 

４ ★児童福祉

５ 母子・寡婦・父子福祉 

６ ★健康づくり

７ 社会保障 

★印の項目は総合戦略を兼ねる
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少子高齢化社会にあって福祉施策に対する需要は量的に増大し、質的にも多種多様

なニーズが顕在化してきています。生涯にわたり自立して、生きがいをもって地域の

中で生活することができる社会を実現するため、地域が一体となった環境づくりに取

り組むことが求められています。 

福祉施策は社会福祉構造改革などで急激に変化しており、サービス利用者、提供者、

負担する者、支援する者など世代や職域を越えた住民の合意形成が重要であり、住み

慣れた地域の中で安心して暮らし続けることができる地域社会をつくるために、住民

参加型の福祉施策の実践が重要です。 

 このため、高齢者、障がい者を問わず、すべての人が共に生活できる社会を目指す

ノーマライゼーションの基本理念を実現するため、社会福祉協議会などの従来のサー

ビス提供者に加え、特定非営利活動法人（ＮＰＯ）、ボランティアグループなど新たな

担い手の育成と協働参画など住民参加による福祉サービスの向上と総合的な生涯福祉

施策を展開します。 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

令和7年 

福祉ボランティア登録者数[町社協委託事業] 

（団体、人） 

団体１４ 

個人６０ 

団体２３ 

個人１００ 

現状と課題 

１ 地域福祉 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 地域福祉の推進

① 
地域が一体となった福祉施策を展開するため、福祉に関する啓発及び学習機会の充実を

図ります。 

② 学校教育における社会福祉学習を支援し、児童・生徒の福祉意識の高揚を図ります。 

③ 
介護の基礎的知識や技術の習得、介護情報の交換を推進するため、介護教室の開催や交

流の場づくりを進め、家庭介護者への支援を図ります。 

④ 
地域にある様々な問題を解決していくための「富加町地域福祉計画・地域福祉活動計画」

推進の中核を担う社会福祉協議会の実施計画を支援します。 

（２） 民間社会福祉活動の推進

① 
福祉関係団体との連携やボランティア活動を通して、福祉の担い手となる人材の発掘と

育成を図ります。 

② 地域の担い手である住民参加によるサービスの提供を図ります。 

③ 社会福祉協議会など中核となる福祉事業所の機能強化を図ります。 

④ 民間事業者やＮＰＯなどとの協働により、在宅サービスなどの不足解消に努めます。 

（３） 生活環境の整備

① 
高齢者や障がい者の社会参加を促進するため、公共施設などのバリアフリー化やユニバ

ーサルデザインの導入を推進します。 

主要な施策・事業 
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我が国では、団塊の世代が７５歳以上の後期高齢者となる令和７年には、国民の３

人に１人が高齢者という超高齢化社会を迎えようとしています。 

本町においても高齢化率は既に３０％（令和２年８月末）となっています。 

このような中で、高齢者が自立して健康に暮らしていけることは、本人や家族の喜

びであるばかりか、後世代の負担を軽減することにもつながります。高齢者福祉事業

は、高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画に基づいて行われており、要介護を未然

に防ぐ予防対策が重要です。そのためには高齢者  の就業支援や文化活動・スポー

ツ活動の促進、寝たきりや認知症を予防するための保健活動や健康づくり事業の推進

が必要です。 

要介護者に対しては、町内外の介護保険事業所によって在宅介護や施設介護の事業

が進められていますが、在宅介護を基本として施設介護との調整を図り、高齢者が住

み慣れた地域で安心していきいきと過ごせることが大切です。 

介護予防事業や生活支援事業は、サービス需要の増大や利用者ニーズの多様化傾向

にあることから、ＮＰＯ、ボランティア団体などの参画による住民参加型の事業を展

開するとともに、介護施設については、その需要動向を考慮して整備を進めてきまし

たが、今後は介護予防事業に重点をおき利用者ニーズを踏まえた整備を推進するとと

もにサービス向上に努める必要があります。 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

令和 7年 

「高齢者にやさしいまち」と感じる住民の割合（％）

※

７．１ ２０ 

介護認定を受けずに生活している高齢者の割合（％）

※
８２．１ ８８ 

いきいきトレーニング利用登録者数（人） ２９９ ４３０ 

※ まちづくりに関する調査(Ｒ２年度実施結果を現状値とする)

現状と課題 

２ 高齢者福祉 

目指すべき姿・目標指標 
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（1） 自立と生きがい対策

① 独居老人、高齢者世帯などに対する生活支援事業の推進に努めます。 

② 
シニアクラブ連合会の活性化を図り、高齢者の生きがいづくりや健康づくりを推進しま

す。また、高齢者の就労を通じた生きがいづくりに資するよう、シルバー人材センター

の運営支援に努めます。 

③ 
高齢者の社会参加や地域活動を促進するとともに、世代間の交流や文化活動、スポーツ

活動の促進に努めます。 

（２） 在宅福祉

① 介護を要する高齢者に対して、在宅生活を支える制度の充実を図ります。 

② 在宅介護を担う家族などの負担を軽減するための支援に努めます。 

（３） 介護支援対策

① 介護保険制度の円滑な運用に努めます。 

② 
介護サービスでの多様なニーズへの適切な対応に努めるとともにサービスの向上に努め

ます。 

③ 高齢者の健康を増進するため、介護予防事業を推進します。 

（４） 社会福祉の環境づくり

① 
地域福祉の担い手である住民による地域福祉サービスの展開を図るとともに、住民自ら

活動できる地域ネットワークの形成を推進し、支援に努めます。 

主要な施策・事業 
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 地域の中で安心して暮らせる社会環境の整備と障がいの特性や個々のニーズに応じ

たサービスを受けることができる保健福祉サービスの充実が求められています。 

 従来、障がい者(児)対策は、身体障がい、知的障がい、精神障がい、障がい児に大

別され、それぞれの措置制度によって進められてきましたが、現在は利用者本位の障

害者総合支援法による給付となり、与えられるサービスから自ら選択し、契約によっ

て受けるサービスへと移行しました。 

 このため、利用するサービスの選択に必要な情報提供と相談窓口の充実、施設・在

宅サービスの提供体制、障がい者(児)・家族の負担などが課題となっていることから、

社会福祉協議会や民間事業者、ＮＰＯ、ボランティアといった住民参加型の福祉活動

に対する支援に努めます。 

項目（目標など） 
現状値 

(令和元年度) 

目標値 

令和 7年 

重度心身障がい者タクシー利用料金助成事業 

年間利用者数（人） 
１５ ２２ 

※６５歳未満の障害者で一般企業への就労を希望する人に、一定期間就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う

サービス 

現状と課題 

３ 障がい者福祉 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 早期発見、早期治療の充実

① 
障がい者(児)の早期発見から早期治療を一貫して行うための早期療養システムの構築に

努めます。 

② 保健・医療・福祉など関係機関との連携を図り、一体的な取り組みを強化します。 

（２） 自立と社会参加

① 障がい者(児)のニーズに対応したサービスの提供に努めます。 

② 支援制度の円滑な推進を図ります。 

③ 
障がい者本人及び世帯の自立に向けた制度や施設の充実を図るとともに、就労継続支援

サービスの給付による雇用障がい者の雇用が図られるよう、企業や事業者への啓発を行

います。 

（３） 在宅生活を支援するサービスの充実

① 地域の中で生活するために必要な在宅福祉サービスの充実に努めます。 

（４） 相談機能の充実

① 権利擁護に関する専門相談などの充実に努めます。 

主要な施策・事業 
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近年、核家族化が進み、子育て家庭の孤立により子育てに対する負担感が増大し、

特に専業主婦などの育児不安が指摘されており、共働き家庭のみならず、すべての子

育て家庭を対象とする支援の充実が求められています。 

こうした状況下で、親自身の精神的な問題や生活上のストレスなどの様々な要因が

複雑に絡み合い、わが子を虐待してしまう親の増加が大きな問題となっています。ま

た、出産・育児に対する不安の軽減や、子育てについての知識・技術の習得や体験す

る機会の提供など、親になるための支援が重要になっています。 

近年では、子どもが被害に遭う犯罪も懸念されています。このため、児童館などの

既存施設を生かしながら、子どもが安心して遊べる環境づくりを目指すとともに、地

域住民との連携をとりながら、子どもの居場所づくりの充実を図る必要があります。 

また、全国的に保育園等の待機児童の増加が叫ばれている中、本町においても未満

児の入園希望が増加傾向にあったため待機児童を出さないために小規模保育事業の

『りんご保育園とみか』の認可を行ったが、今後もこども園においては保育士の確保

が重要となっている。 

このため地域が果たす役割を再認識し、保健・福祉・教育などの様々な分野の関係

機関が連携し、地域で子育てをサポートしていく体制づくりを推進していくことが必

要です。 

項目（目標など） 
現状値 

(H27－R1) 

目標値 

(R3－R7) 

累計出生数（人） ２０２ ２０２ 

４ 児童福祉 

現状と課題 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 少子化・子育て支援

① 子育て支援センター活動を充実させ、楽しく子育てしやすい環境づくりを進めます。 

② 
保育料の第３子以降副食費減免やチャイルドシートの購入補助など、子育て家庭を経済

的に支援します。 

③ 教育・保育施設の職員間の連携を図り、情報の共有化に努めます。 

④ 家庭の事情等により保育ができない保護者のために、一時保育の活用を推進します。 

⑤ 多様な保育ニーズに対応するため、コミュニティママサポート事業の充実に努めます。 

⑥ 児童の健全育成のため、児童虐待防止の推進に努めます。 

⑦ 
共働き家庭などの支援策として、児童館運営(ランドセル来館等)及び放課後児童クラブ

の改善、充実を図ります。 

⑧ 
育児不安の解消等を図るため、乳幼児健診の場を活用し、保護者への相談指導の実施を

推進します。 

⑨ 
共働き家庭の支援策として、放課後児童クラブの運営改善を図り、保育サービスの充実

を進めます。 

⑩ 
満１８歳に達する日以降の最初の３月３１日までの児童にかかる保険医療費の自己負担

分を助成します。 

⑪ 
小学校に入学する際の家庭の経済的な負担を軽減するため、入学祝い金を支給します。 

また、出生届受理時のすこやか赤ちゃんお祝い事業を継続します。 

主要な施策・事業 
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 離婚の増加などにより母子、寡婦、父子家庭は全国的に増加する傾向にあります。

各種相談や生活支援などを今後も実施するとともに、福祉環境の充実に努め、安心し

て生活できるよう生活相談や保障、自立の支援に努めるとともに思いやりのある地域

社会の構築に努める必要があります。 

 また、母子家庭に比べ父子家庭は一般的に把握が遅れがちでもあることから、対象

となる世帯の把握に努めつつ、福祉環境の充実に努める必要があります。 

項目（目標など） 
現状値 

(令和元年度) 

目標値 

令和 7年 

生活に関する年間相談支援数（件） ３ ８ 

（１） 母子、寡婦、父子家庭の自立の促進

① 
母子、寡婦、父子家庭の実態把握に努めるとともに、あらゆる相談に適切に対応できる

相談体制の充実を図ります。 

② 各種手当てによる経済的自立の支援を推進します。 

現状と課題 

５ 母子・寡婦・父子福祉 

目指すべき姿・目標指標 

主要な施策・事業 
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健やかで心豊かに生活できる活力ある長寿社会を築くためには、地域の人々が質の

高い生活が送れるよう、疾病予防と健康増進に努めることが重要であり、生涯を通じ

た保健・医療活動の展開が求められています。さらに、新型コロナウィルス感染症の

感染拡大を防止するための啓発や感染予防策を実施する必要があります。  

これらの保健・医療活動は、一次予防（健康増進、疾病予防）、二次予防（早期発見、

早期治療）、三次予防（機能維持、再発防止）と各段階における役割を効果的に結び付

けていくことが求められています。 

 一次予防では、一人一人が健康な生活の実現に向けて、主体的に取り組むことを基

本として健康に対する自己管理意識を促し、若年層から高齢者まで、生涯を通じた生

活習慣改善のための支援体制を整備する必要があります。 

 二次予防では、健康診査の普及・確立を中心に健(検)診前の説明と健(検)診後の指

導がきわめて重要であり、一次予防への波及効果ともなります。このため、受診者が

健診の内容と結果を十分理解し、評価することで日頃の生活習慣を見直すきっかけと

なるような働きかけが重要となります。 

 三次予防では、リハビリテーションを含む医療供給体制の整備が主となります。 

また、社会問題となっている児童虐待などについても心の健康相談及びその後の支援

体制の強化に努める必要があります。 

 一方で、急速な高齢社会の進展、医療技術の進歩、住民意識の変化など医療を取り

巻く環境は大きく変化しており、いつでも必要な保健医療サービスが受けられる体制

が求められています。町内の医療体制を今後も維持するとともに、広域的な救命救急

医療体制の確保と連携強化に努める必要があります。 

現状と課題 

６ 健康づくり 
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項目（目標など） 
現状値 

(令和元年度) 

目標値 

令和 7年 

「健康で安心して暮らせるまち」と感じる 

住民の割合（％）※１ 
４２．７ ５０ 

がん検診受診率（％）※２ １８．３ ３５ 

健康チャレンジ事業への年間参加者数(枚) ７５０ ９５０ 

※１ まちづくりに関する調査(Ｒ２年度実施結果を現状値とする)

※２ 全てのがん検診受診率の平均値（Ｒ元年度岐阜県市町村がん検診結果数値より算出）

（１） 健康づくりの促進

① 
住民ニーズに合わせた利用しやすい健(検)診体制と健（検）診後の支援の充実に努めま

す。 

② 個人の主体的な生活改善を目的とした事業の推進に努めます。 

③ 虐待や人間関係など複雑化、専門化する課題やニーズへの的確な対応と対策に努めます。 

④ 住民組織による健康づくり活動を促進します。 

⑤ 健康チャレンジ事業を推進し、住民の健康に対する意識の向上に努めます。 

（２） 医療の充実

① 
町内及び周辺自治体の医療機関との協力関係を強化し、休日や夜間の救急医療体制の充

実を図り、住民への周知に努めます。 

② 
医療機関との連携により、健(検)診、予防接種、感染症予防などの公衆衛生対策の強化

を図るとともに、新型コロナウイルス感染症の予防、対策に努めます。 

③ 
緊急医療体制の充実のため、消防、救急医療機関との連携と広域的な医療体制の充実に

努めます。 

目指すべき姿・目標指標 

主要な施策・事業 
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国民健康保険や後期高齢者医療保険、介護保険、生活保護などの各種社会保障制度

は、現在及び将来の安心を確保する重要な役割を担っていますが、生活習慣病等をは

じめとする疾病構造の変化や医療の高度化による医療費の増大、経済状況の悪化によ

る生活困窮世帯の増加などが社会問題となっています。 

平成３０年度から県が財政運営の責任主体として国民健康保険運営の中心的な役割

を担うこととなり、町は医療費の適正化を図るとともに地域住民との身近な関係の中、

被保険者の実情を把握した上で、保険税の賦課徴収、特定健診、特定保健指導により

早期発見、早期治療を通して生活習慣病の予防事業、健康づくり事業等の地域におけ

るきめ細かい保健事業を行うこととなりました。また後期高齢者医療保険の被保険者

に対しても、生活習慣病の早期発見、早期治療を目的として健康診査が実施されてい

ます。介護保険制度では、２０２５年には団塊の世代が７５歳以上の後期高齢者とな

るなど、介護保険サービス費の増加が予想され、令和３年度から始まる第８期介護保

険事業計画においても取り組むべき課題となっています。こうしたことから、適切な

医療制度及び介護保険制度の運営により、誰もが住み慣れた地域で尊厳ある生活を送

り、安心して医療・介護のサービスを受けられる地域包括ケアシステムの確立が求め

られています。 

公的年金は、進行する高齢社会における老後の生活保障としてその果たす役割は

益々高まっています。 

現行の公的年金システムの維持・充実を図り、国民年金の被保険者一人一人が自ら

の年金制度として理解するために未加入者の加入促進や啓発活動に努める必要があり

ます。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響等による経済状況の悪化に伴い、生活保護

受給者や生活困窮に至るリスクの高い層が増加することが予想されることから、生活

保護に至る前の自立支援策の強化を図るとともに、相談体制の充実を図る必要があり

ます。 

現状と課題 

７ 社会保障 
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項目（目標など） 
現状値 

(令和元年度) 

目標値 

令和 7年 

特定健診受診率（％） ４０．４ ６０ 

後期高齢者健診受診率（％） １９．４ ２５ 

（１） 医療保険

① 
特定健診、特定保健指導の受診率の向上に向けた取り組みを行うとともに、保険税（料）

の収納率向上に努めます。 

② 医療費抑制のため、レセプト点検の強化と後発薬品の使用促進を図ります。 

③ 健康づくり事業の強化により、疾病の予防に努めます。 

④ 被用者保険の適用の適正化、任意継続、諸給付適用などの指導啓発を図ります。 

（２） 公的年金

① 
すべての人が年金を受給できるよう制度の啓発を図るとともに、年金の加入促進に努め

ます。 

② 受給該当者を対象とした年金相談の実施や各種指導活動の充実に努めます。 

（３） 生活困窮者の自立支援

① 
各機関と連携して生活困窮者に対し、自立相談支援や住居確保給付金の支給、その他生

活困窮者の自立の促進に関する事業を実施するとともに、新型コロナウイルス感染症の

影響による生活困窮者に対し、生活、家計支援に努めます。 

主要な施策・事業 

目指すべき姿・目標指標 
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第 ２ 節 
魅力的な生活空間のある 

まちづくり 

１ ★土地利用 

２ ★市街地整備 

３ ★公園・緑地 

４ ★住宅・住環境 

５ ★交通網 

６ 上下水道 

７ 景 観 

★印の項目は総合戦略を兼ねる 
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 土地は、現在及び将来における限られた資源であるとともに、生活及び生産を行う

ための共通の基盤です。 

 本町の土地利用については、昭和４９年に町内全域が都市計画区域に指定されたも

のの、用途区域の指定がなされなかったため、住工農混在となりました。しかし、整

備された農地が広がり、山林を除き全域が農業振興地域であり、その多くの土地が農

用地区域となっていることから、乱開発は抑制されてきました。 

国道４１８号の整備供用により、沿線はもとより周辺の土地需要が高まりつつある

中で、地域の実態や時代の変化に対応した適正な土地利用のコントロールが不可欠で

あり、これらの区域を将来市街地として位置づけ快適な市街地形成を図る必要があり

ます。 

 また、東海環状自動車道富加・関インターチェンジ周辺地域の特定用途制限地域に

ついては、見直しを検討するなど、近年の実情に即した制度の運用を図る必要があり

ます。 

この他、町内全域を国土調査法に基づく地籍調査事業区域に位置づけ、長期的な視

野に立ち、計画的な事業推進に努めています。 

 今後は、良好な自然環境の保全と適正な開発の調和に配慮し、制度を活用した秩序

ある土地利用を推進します。 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値  

(令和元年度) 

目標値 

令和 7年 

地籍調査事業進捗率［計画に対する割合］（％）※1 ４２．８ ７１ 

本町に住み続けたいと思う住民の割合（％）※2 ８０．４ ８５ 

未利用町有地の数（箇所） ３ １ 

※1 令和２年現在計画されている町内１４地区に係る進捗率 

※2 まちづくりに関する調査(Ｒ２年度実施結果を現状値とする) 

 

  

現状と課題 

１ 土地利用 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 総合的・計画的な土地利用の推進 

① 自然との共生を基本とした総合的な土地利用を推進します。 

② 
地域の特性に合わせた自然的、社会的、経済的な条件を考慮した用途の計画と、土地

利用の誘導に努めます。 

③ 都市計画マスタープランに基づき、生活環境にすぐれたまちづくりを推進します。 

④ 国土調査法に基づく地籍調査事業の推進に努めます。 

⑤ 町有地について、引き続き住宅用地として分譲するなど有効な利活用に努めます。 

⑥ 
国道４１８号沿線は、無秩序な開発行為を抑制するため、特定用途制限地域等の策定

を検討し、これらの手法により快適な市街地形成を図ります。 

 

 

 

 

  

主要な施策・事業 
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 本町の市街地として形成されている地域は、長良川鉄道富加駅北側の地域が考えら

れます。永らく鉄道とともに町の顔として発展してきましたが、モータリゼーション

の発展により、以前の活力を失ってきています。しかし、国道４１８号の整備供用に

より、沿線には、道の駅を始め大型店舗の出店が進み、今後連続した商業地域として

発展する可能性を有しています。 

今後は、計画的で秩序ある市街地形成を目ざし、その整備、確保が求められます。 

項目（目標など） 
現状値  

(令和元年度) 

目標値 

令和 7年 

商業地域[商店街等]のにぎわいに対する住民の

不満度（％）※ 
５６．４ ５０ 

道路後退整備延長［生活道路］（ｋｍ） ０．２ １．０ 

※ まちづくりに関する調査(Ｒ２年度実施結果を現状値とする)

（１） 良好な市街地形成の推進

① 住民や民間との連携を図りながら、市街地活性化の方法を研究します。 

② 
住みよいまちを目ざし、良好な居住環境を確保する手法として道路後退整備事業や特

定用途制限地域等の策定により、計画的で秩序ある市街地形成を推進します。 

③ 
潤いと魅力ある居住環境を創出するためにも、景観や福祉に配慮した市街地形成に努

めます。 

目指すべき姿・目標指標 

現状と課題 

主要な施策・事業 

２ 市街地整備 
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 生活様式の多様化と余暇の増加大、過ごし方の変化に伴い、住民の憩いと安らぎ、

スポーツ・レクリエーション活動の場として、公園・緑地の果たす役割は大きくなっ

ています。 

 本町には、都市計画による「都市公園・半布ヶ丘」が整備され、地域住民はもとよ

り、広く町外からの利用もあります。また、南公民館に隣接した土地に「ゆうあい広

場、ゆうあい環境公園」、川浦川滝田中橋周辺に河川公園「とみぱーく」が整備され、

地域の憩いの場となっています。 

 今後は、自然環境と公園をネットワークとして津保川、川浦川などを利用した水辺

空間の整備を推進するとともに、公園・緑地の適切な維持管理と自然の保全が必要と

なります。 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値    

(令和元年度) 

目標値 

令和 7年 

公園・緑地など集いの場に対する住民の満足度

（％）※ 
３８．９ ４０ 

※ まちづくりに関する調査(Ｒ２年度実施結果を現状値とする) 

 

 

（１） 公園・緑地などの保全と利活用 

① 
山林、河川、ため池及びその周辺区域一帯の多目的な利用と、親しみのある地域住民

の憩いの場としての公園・緑地の保全に努めます。 

② 
公園・緑地の適正な維持管理に努めるとともに、利用者の自己管理意識の高揚に努め

ます。 

③ 
川浦川沿いでは、かわまちづくりを通じて、河川公園「とみぱーく」周辺など、水辺

と親水公園とが一体となった河川環境の整備を推進します。 

現状と課題 

主要な施策・事業 

３ 公園・緑地 

目指すべき姿・目標指標 
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成長社会から成熟社会へと移行する中で、住宅政策は量から質への転換が図られて

きました。本町においても、世帯の少人数化、少子高齢化の傾向にあり、居住環境に

対する住民ニーズも多様化、高度化し、ライフスタイルに対応した住宅の供給や、少

子高齢化を支える住まいづくりの支援が求められています。 

こうした状況から、老朽化した町営住宅は住宅弱者や高齢者が安心で快適な生活が

確保できるよう、建替事業により、３団地１３３戸あったものを２団地１１１戸へと

集約しました。今後はこの良好なストックを活用し、計画的で適切な管理に努める必

要があります。 

古くからの農村としての集落が点在する本町では、新たな宅地として農地転用によ

るものが多くあり、一部民間による宅地開発が見受けられるものの、住工農混在とな

っています。 

こうしたことから、都市計画法に基づく用途指定を含めて誘導策を講ずることによ

り、住工農混在地域の解消に努める必要があります。 

また、老朽化した住宅・建築物など、適切な管理が行われていない空き家等が、防

災・衛生・景観など住宅環境に深刻な影響を及ぼすことから、危険空き家対策の他、

空き家等を地域資源として有効活用するため、空き家バンク登録制度の周知と活用を

図ります。 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

(令和元年度) 

目標値 

令和 7年 

公営住宅長寿命化計画の達成率（％）※ ６０ １００ 

空き家が増加して地域がさびれているという 

住民の不安度（％） 
２０．９ ２０ 

転入者数／転出者数[５年平均]（％） (H27-R1)107 (R3-R7)110 

空き家バンクの累計登録数（件） １ ５ 

新築奨励金の累計交付件数（件） (H28-R1)106 (R3-R7)150 

※ まちづくりに関する調査(Ｒ２年度実施結果を現状値とする) 

目指すべき姿・目標指標 

現状と課題 

４ 住宅・住環境 
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（１） 公営住宅管理の適正化 

① 長寿命化計画に基づき、既存ストックの適切な維持管理に努めます。 

（２） 良質な宅地、住宅整備の促進 

① 地域の実情にあった計画的な宅地誘導策等を検討し、良質な住宅地形成に努めます。 

② 
空き家等の適切な管理を図るため、実態を把握し、所有者及び周辺住民からの相談体

制の整備に努めます。 

③ 
住環境の保全を図るため、空き家及びその跡地の活用のため、空き家バンクの物件数

増加を図ります。 

④ 定住促進奨励金交付事業の周知を図り、住宅整備を促進します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要な施策・事業 
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 本町の道路体系は、町道高畑５１号線（旧国道２４８号）、国道４１８号及び主要

地方道を含む県道に、接続する生活道路としての町道が整備されてきました。これに

東海環状自動車道と国道４１８号が整備供用され、今後は町まちづくりプラン(町土

地利用計画)に基づき、これらを有機的に結びつけるネットワークの形成として、町

道主要３路線（川浦川左岸線・稲荷北野線・西組木船線）の整備促進が重要となりま

す。 

 県管理の国県道は、東海環状自動車道へのアクセス道路として改良が推進されまし

たが、未改良箇所が残っており、歩道や交差点改良も含めた早期改良及び主要地方道

富加七宗線バイパスの早期完成に努めます。町道については、国県道へのアクセス道

路としての整備、道路橋の耐震補強や長寿命化を図るための維持補修事業、歩道設置

や危険箇所の解消を図る交通安全対策事業、路面補修事業等へ今後も継続した取り組

みが必要です。 

 また、厳しい財政状況に伴う公共事業の縮小や見直しの影響を受け、国県道の整備

に支障が出てきていることから、関係機関に対して計画的な整備を働きかける必要が

あります。 

 長良川鉄道は存続のため、企業努力が続けられているものの、少子化による学生の

利用減少や車社会による鉄道離れが進み、加えてコロナ感染症拡大による休校等の影

響により経営は一層厳しいものがあります。今後は、県、沿線自治体や長良川鉄道協

力会といった組織が一体となった利用者確保と一層の支援が必要となります。 

 また、定住自立圏の形成に関する協定による第３次共生ビジョンの重点事業におい

て、広域での公共交通計画を策定し、他市町村と連携した広域での公共交通について

検討します。 

現状と課題 

５ 交通網 
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項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

幹線道路改良率[改良済延長÷幹線道路延長]

（％） 
４９．６ ５５ 

町道舗装率[舗装済延長÷実延長]（％） ８９．５ ９３ 

幹線道路整備の住民満足度（％）※ ３３．７ ５０ 

※ まちづくりに関する調査(Ｒ２年度実施結果を現状値とする)

（１） 道路交通

① 

幹線道路は、生活の利便性及び防災機能の向上を図るため、近隣市町まで広域的な視

点から道路交通網のネットワーク化（町道稲荷北野線）を図るとともに、交通安全対

策事業として現道拡幅、歩道設置（町道西組木船線）、交差点改良事業を促進します。 

② 
生活道路は、緊急度や優先度を勘案し、計画的・重点的に整備を進めます。また、道

路後退整備事業を継続して推進します。 

③ 道路維持管理事業（橋梁長寿命化対策、舗装補修等）を適切に推進します。 

④ 川浦川左岸道路（県道富加七宗線滝田バイパス）の整備を促進します。 

（２） 公共交通

① 長良川鉄道存続のための支援を継続します。 

② 

交通弱者や免許返納者などの移動手段を確保するため、ニーズにあった公共交通が提

供できるよう定住自立圏の形成に関する協定により圏域の市町村と連携して、取り組

みを推進します。 

③ 
社会福祉協議会で実施している高齢者移動支援事業に町補助金を交付し、利用者の利

便性の向上を図っていきます。 

主要な施策・事業 

目指すべき姿・目標指標 
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本町の水道事業は、昭和３４年に川浦川を水源とした簡易水道に始まり、その後、

昭和５１年には安心・安定した水供給のため簡易水道を統合し、飛騨川を水源とする

岐阜県営水道からの受水に変更し、上水道事業として創設、現在に至っています。今

後も引き続き、「安心・安定した水供給により信頼される水道事業」を基本理念とし

て水道経営を行っていきますが、町の水道事業ビジョンでは、将来的には給水人口及

び水需要の減少予測に伴う収益の減少が、予測される中、老朽化した配水管の漏水対

策及び耐震化のための更新事業費の増大など、安定した経営を目指す上で、とりまく

環境には大きな課題があります。それらを解決するため、水道運営を長期的な視点で

捉えたうえで水道事業ビジョンに基づいた健全な事業運営に努めていく必要があり

ます。 

 下水道は、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業による整備が完了し

ました。今後は、下水道への接続を促す広報活動に努めるとともに、下水道事業の区

域外において合併処理浄化槽設置事業を推進する必要があります。 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

配水管耐震化更新延長（ｋｍ） ７．０ １２ 

上水道有収率（％）※ ８２．５ ９４ 

水洗化率［世帯割合］（％） ９６．８ ９７ 

※ 県営水道から送水された水量のうち、水道料金として徴収された水量の割合

現状と課題 

６ 上下水道 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 上水道 

① 

安心・安定した水供給を行うために、水道ビジョン及びアセットマネジメント計画に

より配水管の計画的な更新を図りながら、大地震や災害発生時に対応した配水施設整

備を図ります。 

② 
適切な水道料金の設定、節水や有収率の向上など、限りある水資源を有効活用し、健

全な事業運営に努めます。 

③ 
緊急時のライフラインとなる県営水道支援連絡管事業など、事業推進のために関係機

関との連携を深めます。 

（２） 下水道 

① ストックマネジメント計画に基づき、適正な施設の維持管理に努めます。 

② 快適な住環境整備のため、下水道区域外は合併処理浄化槽の普及に努めます。 

③ 雨水対策事業の推進に努めます。 

④ 水洗化率の向上に努めます。 

 

 

 

 

 

  

主要な施策・事業 
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 本町は、自然景観や歴史的景観など地域の特性に根ざした美しい景観資源を有して

おり、環境保全などの関連施策を講ずることで、適切な景観保全に努める必要があり

ます。 

 集落は、山裾や田園と一体となって農村景観を形成しており、その景観は本町を代

表する貴重な景観資源となっています。 

 津保川、川浦川など主要な河川については、川沿いの散策路確保や景観阻害要素の 

修景（河川護岸の環境整備）などにより良好な自然景観を創出する必要があります。 

 また、清水谷川公園や富加町郷土資料館など、周辺景観や地域特性を考慮したデザ

インに努めています。今後は、里山林に代表される自然景観の整備と市街地における

まち並み景観、公共サインの統一や住民の自主的な景観づくりの実践活動を推進して

いく必要があります。 

 こうした取り組みを通して、町に対する愛着や誇りに思う心の醸成を図るとともに、

まちの魅力を向上していくことが望まれます。 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

まち並みや自然景観に対する住民の満足度(％）
※ 

２７．５ ４０ 

※ まちづくりに関する調査(Ｒ２年度実施結果を現状値とする) 

 

 

 

（１） まち並み形成 

① 
地域の自然、伝統、文化などを背景に形成された地域固有の景観を大切にしながら統

一された景観整備を図るため、景観条例等の策定を検討します。 

② 住民や事業者の協力による地域の魅力をＰＲする地域景観づくりを推進します。 

現状と課題 

主要な施策・事業 

７ 景 観 

目指すべき姿・目標指標 
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第 ３ 節 
快適で安心安全なまちづくり 

１ 自然環境 

２ 環境衛生 

３ ★環境保全 

４ ★消防・救急体制 

５ ★地域防災 

６ ★交通安全・防犯 

７ 消費者保護 

★印の項目は総合戦略を兼ねる 
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 自然環境は、地勢、風景といった町の特徴を表し、長い間貯えられてきた地域資源

です。とりわけ町の北部山地を流れる津保川沿いと町の中央を流れる川浦川沿いは、

自然環境の豊かなエリアとして町の大切な資産であることから、環境保全に配慮した

河川、里山林等の整備を行い、これらの自然空間を有効に利活用することが求められ

ます。 

継続的に自然環境の保護・保全を図るため、農村景観に配慮した事業実施体制づく

りや、住民による自主的な活動を支援するなど、効率的かつ適切な対応がとれる組織

体制づくりが必要です。 

 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

景観形成・生活環境保全活動の実施（組織） １０ １２ 

里山林を整備した累計面積（ｈａ） １７６．３ ２８０ 

 

  

現状と課題 

目指すべき姿・目標指標 

１ 自然環境 
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（１） 自然環境の保護・保全

① 自然環境の保護・保全のため、環境への負荷軽減に向けた取り組みを支援します。 

② 生物多様性の保全と将来にわたる自然との共生社会を目指した事業を推進します。 

③ 地域住民の積極的な景観形成への取り組みに対する支援に努めます。 

（２） 農村景観の形成

① 
美しい農村景観づくりを進めるため、荒廃農地発生の抑制など農家への啓発活動に努

めるとともに、地域での景観形成や環境保全への取り組みを支援します。 

② 貴重な自然環境である里山の保全に努め、補助制度等を活用した事業を推進します。 

主要な施策・事業 
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 安心して生活できる環境づくりを進めていく上で、環境及び公衆衛生面における快

適性の確保は欠かせない要件です。 

 ごみ処理対策として、ごみの減量化及びリユ－ス、リサイクル等による再資源化を

図っていますが、一部では適切な分別がなされていない状況も見られ、日常的な啓発

に努める必要があります。また、ごみの不法投棄は、当事者のモラルに関わる問題で

あり、県や警察、関係機関と連携し、意識啓発やパトロールなどの取り組みを積極的

に進めます。 

 ごみの収集、運搬等にあたっては一般廃棄物処理計画に基づき、適正な処理を実施

するとともに、し尿処理については、下水道事業による水洗化の促進と合併処理浄化

槽の普及を図ります。 

 処理処分については、現在の可茂衛生施設利用組合による広域処理体制の継続に努

めるとともに、広域処理施設の老朽化による改修等について適正な負担を継続し、維

持していく必要があります。 

 産業廃棄物においては、排出者責任の原則に立ち、事業者による的確な処理を今後

も促進するとともに、産業汚染などの問題解決と公害発生の予防のため、事業者に対

する指導や啓発を図り、快適な生活環境の保全に努めます。 

 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

住民１人あたりの可燃ごみ年間排出量（ｋｇ） １５７ ごみ処理基本計画策定後に決定 

資源ごみの年間回収量[PET､EPS､その他ﾌﾟﾗ､紙] 

（ｔ） 
１４．６ ごみ処理基本計画策定後に決定 

  

目指すべき姿・目標指標 

現状と課題 

２ 環境衛生 
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（１） ごみ処理

① 
容器包装、家電、パソコンなど各リサイクル法について住民に周知を図るとともに、

ごみの再資源化を推進します。 

② 指定ごみ袋による分別収集や集団資源回収を行うことで、ごみの減量化に努めます。 

③ ごみの適正処理の周知を図るとともに、住民による美化活動の推進を図ります。 

④ 
ごみの減量化や循環型社会の構築に向けた実効性及び現実性の高い計画を策定し、ご

み処理問題への取組を強化します。 

（２） し尿処理

① 下水道事業による水洗化の促進及び合併処理浄化槽の普及を促進します。 

（３） 不法投棄の防止と産業廃棄物の適正処理

① 県、町、警察、関係機関との連携により、不法投棄の防止に努めます。 

② 産業廃棄物については、適正な処理が行われるよう監視及び指導を行います。 

主要な施策・事業 
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 地球規模で叫ばれる環境問題の中で、地球温暖化対策の推進、地域における環境保

全、公害防止の重要性が一層高まっています。 

 今後も、低炭素社会の実現に向けた取組を推進するとともに、野焼きについては、

農家や事業者への指導を継続し、環境監視パトロールや広報での啓発活動を推進して

いく必要があります。 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

(H27－R1) 

目標値 

(R3－R7) 

住宅用新エネルギーシステム設置への補助累計

数（件） 
６１ ７０ 

 

 

 

（１） 環境保全活動の推進 

① 地球温暖化対策の各種施策に取り組みます。 

② 
水質汚染や騒音などの環境調査を定期的に実施するなど、監視・パトロールの強化を

図ります。 

③ 
畜舎の衛生管理や減臭への指導を行うとともに、関係機関との連携を図りながら畜産

公害に対する監視に努めます。 

④ 
ごみの焼却によるダイオキシン類の発生や黒煙などによる大気汚染を防止するため、

広報での啓発活動を推進します。 

⑤ 環境保全の意識を高めるための、環境教育や広報活動に努めます。 

  

目指すべき姿・目標指標 

現状と課題 

３ 環境保全 

主要な施策・事業 
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暮らしの中で、火災や救命など緊急時の対策を確立しておくことは重要な課題です。 

 消防体制は、広域運営による常備消防体制と地域に根ざした消防団からなる非常備

消防体制によって構成されています。 

常備消防体制については、一部事務組合が計画する人員・装備の更なる充実を図る

ため、財源確保が必要となることが予測されます。 

また、町においては、引きつづき火災予防の啓発や消火栓、防火水槽などの消防施

設の整備と適正な管理を行っています。 

 非常備消防体制の中核をなす消防団組織については、人口減少や少子高齢化等の要

因により新入団員の確保が難しい状況であり、その問題を解消するため組織や班定員

数を見直し、団を再編（２分団化）にしたところであり、引き続きコミュニティーを

基盤とした活動組織として今後もその確保を維持する必要があります。 

 また、近年本町においても、ひとり暮らしの高齢者や高齢世帯の増加に伴い、事故

や疾病への対応は複雑多様化しています。こうした中で、広域で事業運営を行ってい

る救急救命業務についても、医療機関との連携による体制の充実に努める必要があり

ます。 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

消防体制に対する住民の満足度（％）※ ４２．６ ５１ 

※ まちづくりに関する調査(Ｒ２年度実施結果を現状値とする)

目指すべき姿・目標指標 

現状と課題 

４ 消防・救急体制 
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（１） 消防体制の確立 

① 住民の防火意識の高揚を図るための広報、啓発活動に努めます。 

② 
防火水槽や消火栓の適正配置に努めるとともに、老朽化施設の改修を図り、消防車両、

機材の計画的な整備、配置に努めます。 

③ 
地域ぐるみの防火体制の確立を図るため、消防団の活性化を進め、基本団員・機能別

団員の確保を図るとともに、団員の知識及び技術の向上に努めます。 

（２） 救急体制の確立 

① 
住民に対する応急手当の普及啓発に取り組みます。また、広域消防の装備充実を図り、

救命率の向上に努めます。 

 

  

主要な施策・事業 
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 近年、全国各地で異常気象によるゲリラ豪雨や台風の上陸などの自然災害が多発し

ており、防災対策は、ますます重要となっています。 

 また、避難所では新型コロナウィルス感染症に対する対策も併せて必要となり、 

受付時の体調確認や収容可能人数の減少など、対応が必要となっています。 

 本町では、日常的な防災体制や被災時の迅速な活動に備えて地域防災計画が策定さ

れており、これに基づいた防災体制の確保や防災活動を行います。加えて、避難所運

営においては、新しく策定した「避難所運営マニュアル（新型コロナ対策編）」に基

づいた運営を行う必要があります。 

 今後は、「自分の命は自分で守る。自分たちの地域は自分たちで守る。」という意識

を住民一人一人が持ち、自覚と備えを促すとともに行政と地域が連携した体制づくり

が重要といえます。また、地震、洪水、土砂災害などのハザードマップは、住民に危

険を知らせる有効な手段として定期的に更新する必要があります。 

また、町内全域を対象にした総合防災訓練の実施や防災リーダーの育成など防災力

の強化や地域防災計画に基づく実践的なマニュアルづくりや災害に強い地域の基盤

づくりなどを通じ、総合的な防災対策としての充実を進める必要があります。 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

地震・災害への備えに対する住民の満足度 

（％）※ 
２１．４ ２３ 

防災リーダーの累計育成者数（人） ０ ５ 

非常食の備蓄(食) ５，３００ １０，０００ 

※ まちづくりに関する調査(Ｒ２年度実施結果を現状値とする) 

 

  

現状と課題 

５ 地域防災 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 防災体制の充実・強化

① 国土強靱化地域計画に基づき、大規模自然災害に備えた強靱な町づくりを推進します。 

② 
地域防災計画を必要に応じて改正するとともに、消防団応援事業所登録の推進等、時

代に対応した防災体制の整備を推進します。 

③ 
住民の防災意識の高揚を図るため各種の啓発活動を行うとともに、防災リーダーの育

成や自主防災組織の活動に対する支援など防災体制の活性化を推進します。 

（２） 防災基盤の整備

① 
地震や水害などの災害に対して、防災空間及び避難場所の確保と防災備蓄備品の計画

的な維持管理に努めます。 

② 
山地災害の防止と森林機能の回復に向けた取り組みに対する支援を行い、自然生態や

地域景観に配慮した治水事業の推進を図ります。 

③ 
災害に備えた防災拠点施設の整備や補強を推進し、防災無線戸別受信機の活用を図り

ます。 

④ 防災行政無線（移動系）のデジタル化を推進します。 

主要な施策・事業 
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 都市化が進むとともに道路網の整備が進み、交通量の増加に対応した交通安全対策

がますます求められます。 

 交通事故を未然に防ぐため、警察や関係団体との連携のもと、交差点改良や歩道整

備の推進、信号機や交通標識、カーブミラーなど交通安全施設の整備を進め、交通危

険個所の解消に努める必要があります。 

 交通安全に関する啓発活動については、関係団体により、幅広い年代層への交通安

全指導や教室が実施されており、継続した活動の展開が望まれています。特に近年、

高齢ドライバーによる逆走やペダルの踏み間違いによる追突事故が全国的に発生し

ており、本町においても補助制度を創設しました。 

 また、核家族化や高齢化の進行、地域における人間関係の希薄化などにより地域の

犯罪抑止力の低下が懸念されます。このような中で、高齢者振り込め詐欺等の被害は

依然として収まる傾向になく、引きつづき消費生活における相談体制等の強化等を図

る必要があります。 

安全なまちづくりを進めるために、警察及び関係団体との協力による啓発活動を実

施するとともに、地域ぐるみの防犯体制の充実に努める必要があります。 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

町内の年間人身事故数（件） ８ ５ 

防犯・治安などへの住民の安心感（％）※ ３３．９ ３６ 

高齢者先進安全自動車購入累計補助数(件) ６１ １６０ 

町及び自治会管理防犯灯の累計設置数(基) ３３５ ４００ 

※ まちづくりに関する調査(Ｒ２年度実施結果を現状値とする)

目指すべき姿・目標指標 

現状と課題 

６ 交通安全・防犯 
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（１） 交通安全運動の促進・環境の充実

① 
年代層に応じた交通安全教室などあらゆる機会を通じての啓発活動の充実及び交通安

全意識の高揚に努めます。 

② 
交差点や通学路の安全点検を行い、計画的な交差点改良や歩道整備、道路標識、防護

柵、道路照明などの施設整備を進め、安全で円滑な交通安全環境の確保を図ります。 

③ 
「通学路交通安全プログラム」を毎年更新し、事故防止のためカラー舗装等の安全対

策事業を推進します。 

④ 
先進安全自動車やドライブレコーダの普及を促進することにより、高齢ドライバーの

交通事故の防止及び事故時の被害軽減を図ります。 

（２） 防犯体制の充実

① 
自主防犯意識の高揚や地域による自主防犯体制を確立するための登録メールの活用、

消費生活における相談体制の強化等の防犯活動の推進を図ります。 

② 
通学路や街区などにおける防犯灯や防犯カメラの整備、見守り活動支援など防犯環境

の整備に努めます。 

主要な施策・事業 
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訪問販売や通信販売、インターネットを利用した悪質商法などによる従来からの被

害・トラブルに加え、高齢者を標的とした振り込め詐欺の被害は、依然として収まる

傾向になく、巧妙化を増す手口に対応するための消費生活の安全性確保について、考

えていくことが大切です。 

また、引きつづき有害商品、不当表示などの監視を行うほか、消費知識の啓発・普

及活動なども進めていく必要があります。 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

消費者相談に係る年間広報回数(回) １ ４ 

（１） 相談・指導体制と啓発活動の充実

① 
多様化する消費者問題に対応した啓発活動の充実に努めるとともに、消費者保護のた

め消費生活相談を広域的に連携し、住民サービスの向上を図る。 

現状と課題 

主要な施策・事業 

７ 消費者保護 

目指すべき姿・目標指標 
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第 ４ 節 
豊かな心と文化を育む 

まちづくり 

１ ★社会教育

２ 家庭教育 

３ 学校教育 

４ 青少年育成 

５ 人権教育 

６ スポーツ

７ ★文 化

８ 共生社会 

★印の項目は総合戦略を兼ねる

- 43 -



 

 人々のライフスタイルや価値観が変化する中、豊かな人生を送るため個人や団体の

学習要求は高まっています。いつでも・どこでも自由に選択し、学ぶことができる生

涯学習社会の実現を推進するため、多様な住民ニーズに応えた学習、体験活動、各種

情報の提供や学習相談への対応、指導者の育成、確保など社会教育推進のための環境

整備を進める必要があります。 

 その一方で少子化や核家族化による子どもへの影響、地域社会における人間関係の

希薄化などの問題が指摘され、青少年の健全育成及び地域の教育力向上への取り組み

が大きな課題となっています。これらの課題を子どもや家庭だけの問題として捉える

のではなく、社会全体の課題として受け止め、家庭、学校、地域が更に連携を強め、

子どもたちがさまざまな人たちと交流できる機会をつくり、体験活動の提供や「生き

る力」を育むための環境をつくることが重要となっています。 

また、新型コロナウイルス感染症拡大防止による諸行事や講座の中止対策として、

オンライン講座の開催などを検討する必要があります。

項目（目標など） 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

令和 7年 

公民館講座への年間参加者延べ数（人） ４３３ ３５０ 

現状と課題 

１ 社会教育 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 共に学びあう生涯学習社会の構築

① 
住民のニーズにあった趣味的な講座から、学術的な講座まで幅広い魅力ある講座や教

室の開設に努めます。 

② 
青少年の学習や社会活動への参加を促進するため、指導者や活動機会の提供といった

支援を通して、青少年学習活動の充実を図ります。 

③ 
豊かで活力ある地域社会の実現を目指して、個人の知識・技術・経験を地域社会に還

元する自主的な学習活動を支援します。 

④ 
高齢者の生きがいある生活を実現するため、さまざまなニーズに対応した学習機会を

提供するとともに、人生経験豊かな高齢者の社会参加を推進します。 

⑤ 
親しまれる図書室、郷土資料館の運営を図るため、蔵書・資料の充実の他、読書サー

クル、資料館サポーターの育成・活用に努めます。

⑥ 
パンフレットやインターネットなど、メディアの活用を通じ人々の生涯学習意識の啓

発と普及を図ります。 

（２） 生涯学習基盤の整備

① 
タウンホールとみかを核として、町外の生涯学習関連施設や機関との連携を図り、公

民館等施設の適切な整備活用に努めます。 

（３） 生涯学習推進体制の整備

① 
生涯学習を推進するための人材確保と養成のため、生涯学習アドバイザーなど指導者

養成などに努めます。 

② 生涯学習アドバイザーや自主的な学習グループなどの活動支援や育成を図ります。 

③ 
ボランティア活動そのものが自己開発、自己実現につながる学習の場であるとの認識

のもと、中学生をはじめ幅広い層のボランティア活動との連携とその支援を図ります。 

④ 
新型コロナウイルス感染症対策で講座等が開催できない場合、オンラインでの開催を

検討します。 

主要な施策・事業 
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多くの子どもは、乳児期から青年期のおよそ１８年間を家庭で過ごし、この間にお

ける親子や兄弟姉妹との共同生活が、性格や価値観、ものの考え方などといった人格

形成の基礎を築く上で大きな影響を及ぼします。 

 しかし、共働きの増加や少子化、核家族化を背景に家庭を取り巻く環境は変化し、

子どもとの接し方や教育の仕方が分からず孤立する親の存在、しつけや子育てへの不

安、親の責任や役割に対する意識の欠如等が問題視されています。家庭の教育力の低

下を指摘され、子どもたちも影響を受けています。 

 さまざまな状況にあるすべての子育て中の親への支援を充実させることを目指し、

相談体制の整備や学習機会の提供などを通して、社会全体で家庭教育の支援に努める

必要があります。 

また、祖父母や高齢者が家庭、地域で果たす役割も重要となっています。地域の子

どもを地域で育てるという意識で、保護者・地域と協力して家庭教育に積極的に関わ

る必要があります。 

項目（目標など） 
現状値 

(H27－R1 平均) 

目標値 

Ｒ３-７平均 

家庭教育学級への年間参加者延べ数（人） １，６０９ １，６２０ 

目指すべき姿・目標指標 

２ 家庭教育 

現状と課題 
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（１） 妊婦期からの家庭教育

① 
人間形成の基礎を培う乳幼児期は、家庭の果たす役割が非常に大きいことから、妊婦

期から家庭の重要性を啓発するとともに、家庭における教育を支援します。 

② 
子どもの成長段階に即した幼児教育を推進するために、家庭・こども園・保健センタ

ー・子育て支援センター・あゆみ教室における相互の適切な連携を図ります。 

（２） 少年期の家庭教育

① 

学校での集団生活が始まり、人との関わりの中で悩みや挫折感などを体験するこの時

期には、家庭において子どもに対する深い愛情と正しい理解が重要であり、家庭・学

校・地域が連携し、共通した価値観の中で子どもを育てることを通して人を思いやる

心や共感する心を養うための啓発活動を推進します。 

（３） 青年期の家庭教育

① 

成人になる上で求められる社会的モラルの欠如や善悪の判断力の低下、また、青少年

非行の低年齢化に対応するため、家庭教育のあり方について支援するとともに、地域

での啓発活動に努めます。また SNS（ソーシャルネットワークサービス）をはじめと

する情報サービスを使ううえでのモラル啓発活動を推進します。 

主要な施策・事業 
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自ら学び、考える力・健やかな体・豊かな人間性や社会性の調和を大切にし、社会

変化に主体的に対応しながら自己実現を図ることができる子どもの育成を目指して

いきます。特色ある学校づくりを目指し、地域の特性を生かした創意ある教育課程の

編成の取り組みを学校の内外から積極的に評価し、児童生徒に生きる力をつけるべく

教育方法の改善を推進しています。 

 全国学力状況調査の結果を見ると、「読解力」「表現力」に弱さが表れています。ま

た、自己肯定感の低さが浮き彫りとなりました。調査結果を分析し、今後の指導改善

に活かすよう、指導助言をさらに充実する必要があります。 

小学校では１，２年生においても外国語活動の授業を設けて、今まで以上に外国の

人とのコミュニケーション能力を身につけさせるとともに、世界の文化を理解できる

ように、指導方法の工夫に努める必要があります。 

また、GIGA スクール構想により整備した一人一台端末を活用し、多様な子ども達

を誰一人取り残すことなく、今まで以上に主体的・対話的な授業を行います。 

 昨今、いじめや問題行動が深刻な状況となり、課題として取り組むことが求められ

ていることを受け、子どもたちのかけがえのない命を守るため、小学校では「絆の日」

（命の教育）が実践されています。今後も仲間や家族に対する絆を深め、命の大切さ、

人とのつながりの大切さを継続して学習する必要があります。 

学校教育施設については、その充実に努めるとともに、維持修繕など今後も計画的

に進める必要があります。 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

令和 7年 

毎日の授業がよく分かったと感じている児童の割

合（％）※ 
８６．３ １００ 

自分には良いところがあると答える児童の割合

（％）※ 
７４．５ １００ 

※富加小学校独自調査

現状と課題 

３ 学校教育 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 学校環境・教育指導の充実

① 
一人一人の子どもの個性を尊重し、自ら学び自ら考える力を育成するため、特色ある

教育、特色ある学校づくりを進めます。 

② 
いじめ・暴力行為・非行・不登校などに対応するため、児童生徒一人一人に対する理

解を深め、心の教育の充実を推進し、教員と児童生徒の信頼関係の構築を図ります。 

③ 
子どもの個性を生かした教育を行うため、学習指導や評価方法の工夫、改善に努めま

す。また、子どもが自ら学び、自ら考え主体的に行動する能力の育成に努めます。 

④ 
中学校においては、生徒自ら将来を考え、目的意識をもって自分の意志と責任で進路

が選択できるよう指導助言します。 

⑤ 
健康診断、保健指導などの学校保健を充実し、健やかな子どもの育成に努めます。ま

た、心の健康、性教育などにも配慮した指導を進めます。 

⑥ 

登下校時や学習時などあらゆる場面において児童生徒の安全を確保するため、学校安

全サポーターやついで見守隊による活動や交通安全教室、防災訓練、不審者への対応

に関する訓練を実施します。 

⑦ 
学校施設の改修整備を計画的に推進するとともに、定期的な点検を実施し、適正な維

持管理に努めます。 

（２） 社会の変化に対応した教育の実施

① ICT 教育や国際教育などに対応した教育機器や教材の整備充実に努めます。 

② 
生涯学習や生涯スポーツを振興するため、学校施設・設備を地域に開放し、学社融合

を推進します。 

③ 
情報化社会に対応するため、GIGA スクール構想の実現に向け、タブレット端末や電

子黒板などを活用し、子どもひとりひとりに合わせた ICT 教育を推進します。 

④ 豊かな心を育むために、道徳教育やボランティア体験、福祉体験の推進を図ります。 

⑤ 
郷土の自然、歴史、文化に触れて郷土愛を育むとともに、地元の施設の利用や職場体

験といった体験学習の推進を図ります。 

⑥ 小学生から国際力を身につけるための国際理解教育の推進を図ります。 

⑦ 
身近な地域から地球規模までの環境に関する学習や、地元の豊かな自然を生かしたさ

まざまな体験学習を通して、環境教育の推進を図ります。 

主要な施策・事業 
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 家庭や地域の教育力の低下が叫ばれる中、次世代を担う人間性豊かで創造性に富ん

だたくましい青少年を育成するためには、地域ぐるみで好ましい環境づくりに努める

とともに、各種の交流活動や体験活動などの社会参加活動を推進することが必要です。 

 本町では富加の青少年を育てる会が組織されており、地域に根ざした活動を行って

います。また、子ども会やスポーツ少年団等の団体により青少年を主体とした活動が

行われています。 

 今後も、地域ぐるみで健全な青少年を育む社会環境づくりに努めるとともに、青少

年の非行や問題行動を誘発する社会環境への対策を講じる必要があります。 

 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

令和 7年 

子ども会事業への参加者の割合（％） ５９．０ ９０ 

 

  

現状と課題 

４ 青少年育成 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 青少年健全育成推進体制の充実 

① 
富加の青少年を育てる会と家庭、学校が連携を図りながら、住民主体の青少年健全育

成に向けて推進体制や活動方針を確立します。 

② 
富加の青少年を育てる会の活動を充実するとともに、子ども会やスポーツ少年団との

連携を強化します。 

（２） 青少年組織の育成と活動の促進 

① 
子ども会やスポーツ少年団などの活動を促進するとともに、活動内容の充実、主体的

な取り組みを支援します。 

② 
青少年のボランティア活動やスポーツ、文化活動を通じた異世代交流を促進するほか、

まちづくりに関する行事への参加機会の提供に努めます。 

（３） 青少年の健全育成環境の充実 

① 

非行や引きこもりなどの悩みや問題を抱える青少年に対して、体験活動の機会を提供

するとともに、専門機関との連携を図りながら相談・指導のための場や機会の確保に

努めます。 

② 

インターネットやＳＮＳが青少年を取り巻く環境に広く普及し始めています。それら

の正しく安全な使い方を目指すため、専門的な知見から情報モラル教育の取り組みに

努めます。 

 

  

主要な施策・事業 
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 明るく住みよい社会で、お互いに理解しあい、人々が人間らしく生きることは誰も

が願うことです。しかしながら、現在も様々な偏見や差別などによる人権侵害の問題

が多く発生しており、人権尊重の理念が定着したとは言い難い状況です。 

このような状況の中で、平成３０年に改定された「岐阜県人権施策推進指針」では、

人と人とがつながり、家族や地域を支える力をはぐくむことができるよう、人権に含

まれる個別課題がより広く深く「人間の問題」として響きあい、重なり合うような人

権教育・人権啓発の推進が求められています。 

 本町においては、平成２８年に富加町人権施策推進指針を策定し、広報などを通じ

た啓発をはじめ、生涯教育の一環として多様な取り組みが行われています。しかしな

がら、家庭や職場におけるハラスメント、性的指向及び性自認を理由とする偏見と差

別、インターネット上での誹謗中傷など新たな人権侵害として社会問題化しており、

行政や教育機関、団体や企業など地域が一体となった人権教育・人権啓発の取り組み

を推進する必要があります。 

 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

何でも相談所の年間相談数（件） １１ １２ 

委員会、審議会等における女性委員の比率（％） ２０．２ ３２ 

  

現状と課題 

５ 人権教育 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 人権尊重意識の高揚 

① 
学校やその他機関との連携を図りながら、学校教育や社会教育での人権教育を推進し

ます。 

② 人権擁護機関などとの連携を図りながら、情報提供や啓発活動を推進します。 

③ 
地域での学習会や講演会などを開催し意識啓発に努めるほか、男女雇用の均等などに

ついての啓発、指導に努めます。 

④ 
関係機関と連携を図り、児童虐待や高齢者に対する虐待の発見と被害防止に努め、子

どもや高齢者の人権を守ります。 

⑤ 
複雑化・多様化する子どものいじめ等に対応するため、いじめの防止等に関わる様々

な関係機関、家庭や地域との連携した取り組みを推進します。 

（２） 男女共同参画社会の形成 

① 
男女共同参画に関する情報の提供や学習機会の充実を進めるとともに、家庭、学校、

地域における幅広い年齢層に対し、その意識の啓発に努めます。 

② 

男女が社会の対等な構成員として責任を分かち合い、あらゆる分野において参画する

ことが求められており、関係機関との連携を図りながら、審議会や委員会等への女性

の参画を促進します。 

  

主要な施策・事業 
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 社会の変化に合わせて住民の価値観は多様化し、関心はさまざまなものに向けられ

るようになりました。自分の時間を有意義に過ごしたいといった欲求が高まり、ライ

フスタイルにあわせ健康管理のためのウォーキングなど身近なスポーツを行う住民

が多く見受けられます。 

 しかし一方では、スポーツを団体の中で楽しもうとする意識は年々薄れ、特に青年

層では継続的な集団活動に興味を示さない傾向が強く、競技種目によってはチームを

編成できない状況で、団体スポーツ活動に停滞が見られる状況にあります。 

最近では高齢者の介護予防や健康づくりの面からもスポーツや体力づくりの重要

性が高まっていることから、指導者の育成、確保に努めるとともに体育施設や用具の

適正な管理に努める必要があります。 

 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

令和 7年 

スポーツ施設の年間利用者延べ数（千人） １０９ １１２ 

 

  

現状と課題 

６ スポーツ 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） スポーツ活動の推進 

① 
健康増進のためのスポーツの重要性を周知すると共に、各種スポーツ大会、教室を開

催し、各年代に合わせた生涯スポーツ活動の普及を図ります。 

② 

スポーツ指導者の養成のため、人材の発掘や各種スポーツ事業への積極的な参加を呼

び掛けるとともに研修機会の提供を行い、指導者の確保に努めます。またスポーツに

親しむ動機付けや健康づくりへの意識の高揚を図るため、福祉保健部門と協力しなが

ら事業を推進します。 

（２） スポーツ施設の適正管理 

① スポーツ施設の効率的な運営と適正な施設管理に努めます。 

 

 

  

主要な施策・事業 
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 文化、芸術活動は人の心を豊かにするとともに、生活に潤いを与え連帯感のある地

域づくりに寄与します。 

 本町では、タウンホールとみかにおいて年２回の文化講演会を開催し、文化芸術に

親しむ機会を提供しています。また、文化芸術を創造する人づくり、環境づくりに向

けて、各種文化団体、児童生徒に発表の場を提供しています。 

 郷土資料館では、地域の歴史と文化を伝える文化的所産の保護・保存に努め、さら

に児童生徒をはじめ町民がふるさと学習、ふるさと教育を学ぶ場として企画展の開催、

授業の受け入れを積極的に行っています。 

今後も各種文化活動サークル、グループの主体的な活動を支援するとともに、文化財

については、適切な保護とさらには教育への活用などが求められています。 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

令和 7年 

タウンホール、公民館、郷土資料館の年間利用

者延べ数（千人） 
３２ ４５ 

現状と課題 

７ 文 化 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 文化・芸術活動の推進 

① 
文化、芸術活動振興のため、住民組織や民間団体などとの連携も含め、優れた芸術の

鑑賞機会の提供に努めます。 

② 
自主的な文化活動や芸術活動への支援を行うとともに、文化団体やサークルの育成に

努めます。 

（２） 文化施設の活用 

① 
タウンホールとみか及び富加町郷土資料館の効率的な運営を行うとともに、適正な施

設管理に努めます。 

（３） 文化的所産などの保護・保存・活用 

① 

地域の歴史と文化を伝える文化的所産の調査、研究を推進し、保護・保存に努めると

ともに、指定文化財の保護に努めます。また、文化財活用地域計画を策定し、町の歴

史・文化財のＰＲや、児童生徒をはじめ住民が学ぶための事業を、半布里文化遺産活

用協議会と協働して、推進します。 

（４） 史跡の保存・活用・整備 

① 

夕田墳墓群及び大平賀地区古墳群等の重要な遺跡について史跡指定をすすめ、活用広

場の整備などを実施し、住民が地域の歴史を豊かに体感できるような環境の整備を推

進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要な施策・事業 
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 国際社会における日本の役割がますます重要となってきた今日、また、核家族化と

高齢者社会が進み異世代間の関わりが減少してきた今日、地域における人や文化の交

流の意義がますます大きくなっています。 

 本町においても、国際交流協会による主体的な活動がなされていますが、広域的な

地域間交流などさまざまな交流環境の推進に努める必要があります。さらに、工場等

の進出により本町に居住する外国人が増加する中、住民の国際理解を深めるとともに

国際社会で活躍できる人材を育成する必要があります。 

 また、核家族化の進展や単身世帯の増加などにより、家庭や地域のコミュニティの

あり方が多様化している今日では、身近な交流、ふれあいの中から互いの気持ちを理

解し、お互いの違いを認めながら生きていこうとする“共生社会”を築いて行くこと

が必要です。 

 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

地域活動の支援が重要と感じる住民の割合 

（％）※ 
２７．５ ３５ 

在住外国人との交流や国際交流が重要と感じる

住民の割合（％）※ 
１７．６ １８ 

※ まちづくりに関する調査(Ｒ２年度実地結果を現状値とする) 

 

  

現状と課題 

８ 共生社会 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 交流活動の推進

① 外国人が暮らしやすいまちづくりを進めます。 

② 

国際化時代を迎え、住民や企業の理解を深めるため情報の提供など啓発活動を推進す

るとともに、交流支援団体への支援を行います。また、近隣市町村の国際交流団体や

企業、学校と連携し、異文化交流の推進に努めます。 

③ 子どもから高齢者まで地域での世代を越えた交流活動の推進に努めます。 

（２） 町ホームページの多言語化

① 増加する外国人への情報提供のため、町ＨＰの多言語化機能について検討します。 

主要な施策・事業 
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第 ５ 節 
魅力と活力のあるまちづくり 

１ ★農林業

２ ★商工業

３ ★観 光

４ ★雇用・労働

★印の項目は総合戦略を兼ねる
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 本町の基幹産業として経済を支えてきた農業は、高齢化による担い手不足や低収益

による所得の減少などが要因となり農業者が減少している状況にあります。また有害

鳥獣による農作物への被害などにより耕作放棄地や荒廃農地が増加しています。 

このため、新たに意欲のある担い手の育成・確保や農業経営体の育成を図るととも

に、農地の集積や農業用施設の強化・適切な維持管理により地域全体で担い手を支援

する体制づくりを進めます。 

 また、官民連携により、地元農産物を活用した特産品の開発や「道の駅」の農産物

直売所や、ふるさと納税返礼品の活用による販売戦略の強化など、さらなる農業振興

につながるアイデアが必要であり、知恵や個性を生かした新たな取り組みを進めます。 

林業については、かつての様な木材生産は行われていませんが、種苗生産組合等林

業に従事する町内生産者の経営安定を図り、新規就労者の増加を図ります。 

また、森林整備については、森林所有者等による整備が困難な森林について、公的

関与の高い森林整備を推進し、水源かん養や浄化、土砂流出防止、生物多様性保全な

どの維持向上・回復を図ります。 

 農業災害、被害対策については、農業共済組合との連携により、被害防止と補填に

務め地域農業を支えます。 

項目（目標など） 
現状値   

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

荒廃農地発生の抑制[増加率 10%以内]（ｈａ） ２．９ ４．０ 

担い手への水田の集積率（％） ３７ ７０ 

人・農地プランに掲げる担い手（人） １２ １５ 

環境保全林整備事業累計面積（ｈａ） ３１ ５５ 

現状と課題 

１ 農林業 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 農地の保全

① 農業生産基盤の確保を図るため、優良農地の保全に努めます。 

② 
遊休荒廃農地の増加は、住環境や自然環境の悪化招くことから、農地の利活用対策を

積極的に行い、環境改善と農業生産の向上に努めます。 

③ 
農業で自立し、地域農業の中心となる担い手である農業経営者及び営農組織の育成、

確保を図ります。 

（２） 農業用施設の維持管理

① 農業用施設の適正な維持管理のため、計画的な施設更新に努めます。 

② 農業振興と生産性の向上のため、農道・用排水路等施設の計画的な整備に努めます。 

（３） 農林業の活性化

① ぎふ清流ＧＡＰ評価制度を推進し、農産物の地産地消を支援します。 

② 
地域農産物の良さをＰＲし、販売促進するため、農業関係団体との連携を密にし、「道

の駅」の農産物直売施設の活性化を図ります。 

③ 
施設園芸や新規作物の導入を推進し、農産物のブランド化や特産品開発及び担い手育

成への取り組みを強化します。 

④ 有害鳥獣被害の軽減を図るため、その対策の推進に努めます。 

⑤ 食農、食育に関する活動を推進し、農産物の消費拡大に努めます。 

⑥ 官民連携による農産物を使った特産品開発や販路の拡充を図ります。 

（４） 森林の保全

① 
健全で豊かな森林づくりのために、森林環境譲与税や森林環境税交付金を有効活用し、

計画的な森林整備事業を推進します。 

② 森林資源の確保と森林生産基盤の整備を支援します。 

主要な施策・事業 
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 郊外の大型店舗化などで商業を取り巻く環境は大きく変化し、既成の小売店舗の利

用が減少するなか、事業者の高齢化や後継者不足による閉店が増加しています。 

 移動手段の限られる高齢者や子どもたちにとっては、身近な商店は日々の暮らしに

重要な役割を担っていることから、商工会と連携を図り、経営相談や商店街の環境整

備など、商業活性化を図る必要があります。 

 工業を取り巻く環境は、経済動向に左右されやすく、本町は小規模な事業所が点在

している地域の特性であることから、商工会との連携により各種支援施策の有効活用

を図り、地域工業の育成に努める必要があります。 

 世界的な流行となった新型コロナウイルス感染症による地域経済への影響が甚大

でありますことから、今後も状況に応じ継続した商工業者の支援が必要です。 

 また、産業構造の活性化と雇用の創出のため、町内への新規企業進出につながるた

めの企業誘致を推進します。 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

町内事業所への就業者数（人） ２，６３４ ２，９００ 

企業振興条例に基づく工場等設置奨励金の累計

交付件数(件) 

３ ６ 

商工会会員数 １４４ １５０ 

現状と課題 

２ 商工業 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 商業の振興 

① 
商工会との連携により、経営の相談や支援を充実させるほか、融資制度などの情報を

提供し、事業経営の安定化を図ります。 

② 
商工会の活動を支援し、商業活動の活性化を図るとともに、他業種との連携や商工業

者相互の交流を促進します。 

（２） 工業の振興 

① 
商工会をはじめ関係機関との連携を図り、雇用情報の提供や従業員への研修及び各種

相談などへの支援に努めます。 

② 
中小企業向けの各種制度についての相談・情報提供の充実と、融資制度の効果的な運

用を図り、既存企業の育成に努めます。 

③ 
企業誘致を推進するため工業用空地等の情報提供や工場等の新設・増設後の支援を行

い、産業の活性化と新たな雇用の創出に努めます。 

 

  

主要な施策・事業 
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近年、観光のニーズが変化し、自然との共存や体験型の観光が増加しています。本

町には観光客の誘客を多く見込める施設は少ない状況ですが、街道宿場町の面影を残

し、美濃西国三十三観音霊場第二十六番札所の清水寺、第二十八番札所の龍福寺など

のある加治田地区や、古代から刻まれてきた歴史の故地、豊かな自然などの資源があ

ります。これらの情報発信を積極的に行い、併せて県や近隣市町村との連携により広

域的なエリアでの観光資源を含めた活用を図る必要があります。 

観光情報等の発信については、道の駅「半布里の鄕とみか」を拠点に、インターネ

ット等を活用した観光アプリやＷi-Ｆi 環境の整備など幅広いＰＲ活動の強化に努

め、観光施策を推進します。 

 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

道の駅への年間来場者数（万人） ８．６ １１ 

観光アプリサイトへの年間アクセス数（件） １０，５００ １１，０００ 

wi-fi スポットでの年間アクセス数(件) ５，２００ ６，０００ 

 

 

  

目指すべき姿・目標指標 

現状と課題 

３ 観 光 
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（１） 観光資源の整備 

① 「道の駅」を観光拠点に位置づけ、観光情報の発信拠点として活用します。 

② 自然やまち並みに配慮した観光基盤の整備を進めます。 

（２） 観光拠点のネットワーク化 

① 周辺市町村との連携を図り、観光拠点のネットワーク化を図ります。 

（３） 観光情報の提供 

① 
インターネットなどのマルチメディアを活用し、観光情報と各種イベントの情報を提

供し、町外からの観光者の誘客を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主要な施策・事業 
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長引く経済情勢の低迷や産業界の転換期の中、雇用形態の多様化による非正規雇用

の増加や介護離職などが社会問題となっています。 

また、世界的な流行となった新型コロナウイルス感染症の影響による業績の悪化に

伴う解雇や雇い止めなど地域の雇用は非常に厳しい状況にあります。 

そうした状況の中、雇用の確保や事業者の支援については、国や県の支援策を最大

限に活用し、重点的な雇用対策の充実を図る必要があります。 

また、近年の高齢者や女性の社会進出による就労ニーズの高まりに対応した雇用環

境の整備が必要です。 

勤労者の福利厚生については、雇用条件による充実を促進しつつ、福祉的な観点か

ら支援を進める必要があります。 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

求人情報の提供[広報、ホームページ]（回） ５６ ６０ 

雇用促進奨励金の累計交付件数(件) １ ６ 

 

 

 

 

（１） 雇用の確保 

① 関係機関との連携により雇用対策の充実を図り、労働力の安定的確保に努めます。 

（２） 勤労者福祉の充実 

① 良好な職場環境づくりを促進し、勤労者福祉の充実に努めます。 

 

主要な施策・事業 

目指すべき姿・目標指標 

現状と課題 

４ 雇用・労働 
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第 ６ 節 
協働で進める自立した 

まちづくり 

１ ★住民参加 

２ 行財政運営 

３ ★広域行政・定住自立圏 

★印の項目は総合戦略を兼ねる 
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 人口減少や少子高齢化が進展する中、地域における課題はますます複雑化、

多様化しています。こうした地域の課題の解決にあたっては、これまでの行政

の力だけでは限界があり、地域の住民やＮＰＯ、ボランティアなどと連携する

ことで、住民の多様なアイデアなどを生かした協働によるまちづくりを進める

ことが重要となります。 

 これまでにも住民アンケートやパブリックコメントの実施をはじめ、タウン

ミーティングなどを通じ、さまざまな意見の集約に努めてきました。また、広

報やホームページを通じた情報周知により、住民と一体となった行政運営にも

取り組んできました。協働のまちづくりを進めるためには、今後更に行政の情

報を積極的に発信し、住民の行政に対する関心を高めるとともに、住民と行政

の意見交換の機会を充実させるなど、相互に抱える課題に対して共に考え、共

に行動する姿勢が必要です。 

 また、コロナ禍での自治会会合や各種行事など中止が余儀なくされる中、地

域コミュニティを構成する自治会では、核家族化の進展、高齢者世帯の増加な

どを背景にそのつながりが一層希薄になりつつあることが課題となっています。

町にとって自治会は、まちづくりを進めるパートナーとしても重要な役割を担

っており、自治会の活気ある活動がまちの地域力向上に繋がるため、自治会活

動の活性化が必要となります。 

 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

町政に関する住民参加の機会が重要と感じる住民の
割合（％）※ 

２６．３ ３５ 

住民提案型協働事業補助金の累計利用数（団体） (H27-R1)5 (R3-R7)10 

※まちづくりに関する調査(Ｒ２年度実地結果を現状値とする)  

現状と課題 

１ 住民参加 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 自主的な住民活動の支援 

① 個人、団体などの自主的な活動を推進します。 

② 自治会活動の円滑化や自立の支援に努めます。 

（２） 協働によるまちづくり 

① 住民、企業など行政との協働によるまちづくりを推進します。 

② 各種委員会委員の公募などにより、住民参画の機会を拡充します。 

③ 
共通の認識に立ったまちづくりを推進するため、広報やホームページ等を利用し

た迅速かつ的確な情報を提供します。 

（３） 地域を担う人づくり 

① 
各種研修会などの参加機会を充実しながら、まちづくりを支える人材の育成に努

めます。 

② 
さまざまな分野で活動する人材の育成とネットワークの形成を図るとともに、Ｎ

ＰＯ、ボランティアなどの活動促進を支援します。 

 

  

主要な施策・事業 
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人口減少・少子高齢化の進展、住民のライフスタイルの多様化、新型コロナ

ウイルス感染拡大に伴う新しい生活様式など、本町を取り巻く環境は大きく変

化しています。多様化・複雑化する行政ニーズに適切に対応していくためには、

長期的な展望を持ち、従来からの行政手法にとらわれることのない柔軟かつ効

果的・効率的な行政運営を行う必要があります。また、職員には、高度な専門

的知識・技能が求められてきており、今後さらなる業務遂行能力の向上が必要

です。 

一方、本町の財政状況は、新型コロナウイルスの影響による不安定な経済情

勢や地方財政制度の改革などに伴いますます厳しくなることが予想されます。

今後、大幅な税収増は期待できないため、国や県などの補助金、地方交付税等

の依存財源にあっては、その動向に注視しながら積極的な確保に努めなくては

なりません。これまでも行政改革を推進し、健全財政の維持に努めてきました

が、限られた財源を効果的に活用していくために、更なる経常経費の節減と共

に財源の効率的な配分が必要です。 

将来に向かって健全な財政を維持していくためには、中・長期的な財政見通

しに立って計画的な財政運営に努める必要があります。 

 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

職員の年間研修受講者延べ数（人） ８１ １２０ 

実質公債費比率（％）※ ９．８ ９．７ 

※ 自治体の収入に対する負債返済の割合で、通常３年間の平均値を使用。１８％以上になると新たな借金をするため

に国や県の許可が必要となり、２５％以上になると借金を制限される。 

  

現状と課題 

２ 行財政運営 

目指すべき姿・目標指標 
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（１） 計画的な行政運営の推進 

① 
計画的な行財政運営を図るため、総合計画の推進管理体制の確立を図ります。ま

た、地方分権などの社会環境の変化に弾力的、効率的に対応します。 

② 
住民に対する行政サービスの向上を図るため、効率的で柔軟な、よりよいサービ

スの提供を目指します。 

③ 職員の人材育成等を図るため、研修などの充実に努めます。 

④ 
常勤職員の適正な定数管理の推進を図るとともに、女性職員の管理職登用や柔軟

な人員配置に努めます。また、会計年度任用職員についても適正配置に努めます。 

⑤ 職員の福利厚生や健康管理などの充実に努めます。 

⑥ ＩＣＴ（情報通信技術）の利活用による行政事務の効率化を図ります。 

⑦ 
公共施設等総合管理計画・個別施設計画に基づき、長期的視点に立った更新・統

廃合・長寿命化など、財政負担の軽減や平準化を目指します。 

⑧ 
本町のマスコットキャラクター「とみぱん」やオリジナルイラスト

「TOMIKATOWN」を様々な場面で活用し、積極的な町のＰＲに努めます。 

（２） 財政運営の健全化 

① 

総合計画との整合を図りながら、住民ニーズにあった財源配分に努めるとともに、

新型コロナウイルスの影響による経済対策や感染拡大防止のための施策など、事

業の緊急性、投資効果などを考慮し、中長期的展望に立った計画的な財政運営に

努めます。 

② 事務の合理化や適切な事業評価を行い、経常経費の削減に努めます。 

③ 
課税の適正化、公平化に努め、税に関する情報開示と啓発活動を推進し、納税意

識の向上に努め、キャッシュレス決済の拡充など収納率の向上を図ります。 

④ 使用料、手数料などは、受益者負担の原則に照らし適時見直しを行います。 

⑤ 
国・県の補助制度などの積極的な活用を図り、財源の確保に努めます。また、町

債については、後年度の財政負担に配慮しながら有効活用を図ります。 

⑥ 公有財産の適正な維持保全のため、財産の管理および効率的な運用に努めます。 

⑦ 
ふるさと納税制度・企業版ふるさと納税を活用した自主財源の確保に積極的に取

り組みます。 

 

 

主要な施策・事業 
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 社会・経済の発展に伴う生活水準の向上、就業構造の変化、道路交通網の整

備などにより、住民の日常生活圏は行政区域を飛び越えて拡大し、広域化して

きました。 

 本町では、中濃地方拠点都市の見地による公園文化をテーマとした魅力ある

まちづくりや消防をはじめ、環境衛生、保健医療、教育、地域計画など、広域

行政による事務事業の効率化、共通する行政課題への対応を図ってきました。 

  美濃加茂市とその周辺自治体による「みのかも定住自立圏構想」では、令和

３年度から開始する第３次共生ビジョンにより、連携した地域づくりに積極的

に取り組んでいます。 

今後も事業運営を通じ、さまざまな動向を捉えつつ、広域的視点に基づくま

ちづくりを進める必要があります。 

 

 

 

項目（目標など） 
現状値 

（令和元度） 

目標値 

令和 7年 

定住自立圏を活用した重点事業数（事業） ２ ５ 

 

 

（１） 広域行政の推進 

① 
周辺自治体との連携により、広域的な視点に立った共同事務処理など、広域的行

政運営の取り組みを推進します。 

（２） 定住自立圏構想の推進 

① 
「みのかも定住自立圏構想」に基づき、本町や周辺自治体が、地域の持つ強みを

活かし弱みを補完し合いながら、圏域の活性化を図ります。 

 

 

目指すべき姿・目標指標 

現状と課題 

主要な施策・事業 

３広域行政・定住自立圏 
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ＪＵＳＴｏｍｉｋａ
ジャストミカ

 Ｌｉｆｅ
ライフ

 

みんなで創る 誰もが住みよい ちょうどいいまち とみか 
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